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ベーシックインカム構想と障害者施策
―「障害者の所得保障」から「普遍的な所得保障」を展望する―
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■障害者の「所得保障」に関する研究委員会
における検討

・2006年4月12日から2008年2月7日まで、5回の委員会と2回のセミナーを開催

・「平成18年度報告書（中間まとめ）」及び「平成19年度最終報告書」を作成

・与党障害者自立支援に関するプロジェクトチーム及び厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部に対して要望書の提出（2008年2月4日）

具体的な要望事項
(1)年金制度
　　・障害基礎年金1級の給付額の引上げ。
・障害基礎年金2級の金額を現行の1級と同水準以上に引上げ。
・知的障害者、精神障害者とともに、難病や高次脳機能障害、自閉症などの「谷間の障害」にも適切な給付がなされるような支給基準の見直し。

・無年金障害者に対する特別給付金の給付範囲の拡大や給付額の改善。
(2) 社会手当
・住宅手当の創設：（グループホームや入所施設だけでなく）地域での自立生活をおくる障害者に対して地域生活への移行を促進し自分の望む地域での自立生活を維持することを可能とする地域における住まいの場を確保するための手当(「住宅手当」)の創設。
・特別障害者手当の支給決定基準の見直し：（別表に基づく身体的な）機能障害（インペアメント）の程度のみではなく、個人の生活実態とその稼得能力を勘案し、知的障害者、精神障害者とともに、難病や高次脳機能障害、自閉症などの「谷間の障害」にも適切な支給がなされるような見直し。

(3)生活保護

・（北九州事件等の）不適正事案等の検証を踏まえ保護基準や運用について漏給のないように見直す

・給付水準及び障害加算の維持・改善
(4)利用者負担における見直し

・所得を判断する範囲を「個人単位」とする。

・障害者の所得保障に関する施策と障害福祉サービスの利用者負担に係る施策を安易に接合させない。
■「障害者の所得保障」のための戦略　…年金＋手当＋生保の「３点セット」
　・「障害特有の（選別的な）ニーズ」に基づく手当制度

・「あらゆる人のための（普遍的な）セーフティネット」であるべき生活保護制度

・「（本来は）障害による早期退職(early retirement)」への対応である障害基礎年金
障害基礎年金が抱える「問題」　
　・支給要件は「機能障害」→現実の稼働能力（現実に稼げる所得の額）ではない
　　　　→「別表」記載の機能障害をもたない生活困窮者への拡大が困難
・しかし、稼得能力に着目するならば…

　　　　→障害のない「貧困者」との線引きをどうするか
→補足給付化（所得との差額のみ給付する）される可能性も
　生活保護が抱える「限界」

　・転落しなければ「（セーフティ）ネット」には“引っ掛からない”。

　・「ネット」は、“乗っかったまま”か“降りる”しかない。

（「ネット」のうえに「生活」は組み上げられない）

　手当制度が直面する「苦境」

　・90年代から強化されている「（日本的）普遍主義」の政策動向

　・「ニーズに基づく給付」である手当制度の「普遍化」は、希釈／縮小／廃止を意味する。

■「ケアの自律」と「生活の自立」

「自分の財布と相談しながら、好きなように飯を食う」（福島智）＝「障害者の自立の定義」
第１の含意：障害者の自立には介護保障だけでなく所得保障も必要

第２の含意：障害者の自立にはケアの利用だけでなく金銭消費の自律も必要
第３の含意：障害者の自立には必要な量のケアと充分な(enough)所得が必要
　　効用という主観的基準と財の形式的平等という客観的基準の「不毛な二者択一を乗り越え、客観的基準も主観的要素もどちらも重要であることを承認しとりこもうとする」
ためには、（〈必要〉な所得ではなく）〈充分な〉所得が「必要」。
■「所得保障」という“溜め”
「溜池の『溜め』」「外界からの衝撃を吸収しているクッション（緩衝材）の役割を果たすとともに、そこからエネルギーを汲みだす諸力の源泉となる」「センの『潜在能力』に相当する概念」

「充分なお金（貯金）という“溜め”」

「頼れる家族・親族・友人などの人間関係の“溜め”」
「自分に自信がある、何かをできると思える、自分を大切にできるなどの精神的な“溜め”」

〈溜め〉としての所得保障
「ストックの“溜め”」よりも「フローの“溜め”＝（適度な）基本収入」のほうが（先取り不安も生じず）人間関係や精神的な“溜め”も得やすいはず。
■「すべての人のための基礎年金」という考え方／戦略
 「障害基礎年金相当額のベーシックインカム」という構想
（「既得権益」を超えて／普遍的な所得保障に活路を見出す）
（障害の程度・種別のみならず）「障害の有無・年齢・性別・所得・資産・稼得能力に拠らず、すべての人に（老齢基礎相当程度の）一定額の給付をおこなう」ことを障害の立場から主張する。
具体的には、現行の基礎年金制度そのものを廃し、障害基礎年金１級額相当のベーシックインカム（以下BI）を、（障害の程度・種別のみならず）障害の有無・年齢・性別・所得・資産・稼動能力に拠らず支給する」という構想である。
なお、「BIは生活保護より好ましい（代替すべきである）」「BIで手当制度をシンプルにする（縮小する）」、「BIの額は、生きるに充分な金額でなければ意味がない（生保基準以上）」といった考え方はとらない。（むしろ、生保の改悪防止、手当制度の改革には積極的に取り組む）
働いて所得を得ること、必要(need)に基づき手当を得ること、セーフティネットとして生活保護をうけること、それらは本来相反するものではなく、補い合うものである。それが、すべての人に共通な「普遍的な所得保障」であることを確認し、ただし、それらがもうすこし軽やかに動作する環境を構想することが必要である。そして、「すべての人に対する基礎年金」があることで、就労支援も手当制度の拡充も生活保護の漏給防止も、促進こそされその逆はないだろう、とも。

■「すべての人のための基礎年金」の＜普遍性＞
○「障害基礎年金相当のBI導入」で解決可能となる障害分野の所得保障の「難問」

・無年金障害者の問題

・「軽度」「継続的でない」障害、「谷間の障害」の所得保障の問題

○「障害基礎年金相当のBI導入」で代替可能の可能性の高い民主党の個別給付政策
・「給付付き税額控除」…民主党政策集INDEX2009
「税制」＞所得税改革の推進(p.19)

「相対的に高所得層に有利な所得控除を整理し、税額控除、手当、給付付き税額控除への切り替えを行い、下への格差拡大を食い止めます。…「給付付き税額控除」は、税額控除の額より税額が低い場合、控除しきれなかった額の一定割合を給付するものであり、税額控除と手当の両方の性格を併せ持つ制度です。」

・「最低保障年金の創設」
消費税を財源とし、全ての人が７万円以上の年金を受け取れるようにする（「所得比例年金」を一定額以上受給できる人は減額）
・「子ども手当創設」
中学卒業までの子ども１人当たり年31万2000円（月額2万6000円）の給付

・「高校の授業料を助成／希望者全員がうけられる奨学金制度の創設」
公立高校生のいる世帯＝授業料相当額を助成、私立高校生のいる世帯＝年額12万円（低所得世帯は24万円）の助成、大学などの学生に、希望者全員が受けられる奨学金制度を創設
・「介護労働者賃金の一律一定額引き上げ」
（介護報酬を加算し）介護労働者の賃金を月額4万円引き上げ
・「戸別所得補償制度」

農畜産物販売農家に、販売価格と生産費の差額を基本とする「戸別所得補償」を実施（＋規模、品質、環境保全、主食用米からの転作等に応じた加算）　畜産・酪農業、漁業に対しても、農業の仕組みを基本として同様の制度を導入

・「給付付き職業訓練制度」

　 　 月額10万円の手当つき職業訓練制度
○（民主党の給付政策では十分に対応されず）「すべての人のための基礎年金」で可能となる所得保障
・「子どもの貧困」
・非正規・不安定被用者の＜溜め＞
・大学生の「学費未納による退学」

・オーバードクター・ポスドク非正規（非常勤教員）雇用研究者の所得保障

・（介助者／介護労働者に限らない）社会的企業・非営利活動従事者の所得保障

・若者基礎年金（広井
）
年金制度全体を税による「厚めの基礎年金」中心のものに再編し、報酬比例部分は民営化したうえで、「後期子ども（30才）」までの「教育効果」に着目した「人生前半の社会保障」として、「若者基礎年金」を創設することを提言。

※「子ども手当」＋（若者基礎年金）＋「給付付き税額控除」＆諸手当・給付＋「最低保障年金」を「すべての人に対する基礎年金」に統合／昇華させることはできないのか？
■「すべての人に対する基礎年金」の前提
○「最低保障」ではなく「積極的再分配」を（規範的前提）
「所有権は課税前にではなく、課税後に人々が支配する資格を与えられた資源の対してもつ権利である」

○「選別主義的再分配」ではなく「普遍主義的再分配」を（方法論的前提）
　最低保障年金や給付付き税額控除などは複雑でコストが掛る（かつそれでも不確実な）所得の捕捉が大前提となる。それよりは、課税（累進課税の強化／消費税率のアップの２つの方法あり）との組み合わせでシンプルかつ普遍主義的な再分配システムを構想するほうがよい。
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